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令和8年9月16日 午後５時

※条件付一般競争入札参加資格確認申請書については、入札参加申請書受付期間中に提出すること。
 入札参加申請書受付

共同企業体の構成員等

１．共同企業体の構成員の数は３者とし、本市内に本店を有する者３者で自主的に結成
すること。総合点数は、構成員の合計が2500点以上であること。
２．共同企業体の構成員の出資比率は、最低２０％以上であること。
３．本工事において他の共同企業体の構成員になることはできない。
４．各構成員が元請として、公告日から過去１５年以内に、次の施工実績があること。
（１） 共同企業体の代表者は土木工事の施工実績が２件あること。その内訳は、１億５千
万円以上の土木工事及び１億円以上の下水道工事の施工実績であること。
（２）その他の構成員は、土木工事の施工実績が２件あること。その内訳は、３千万円以
上の土木工事及び１千５百万円以上の下水道工事の施工実績であること。

代表者 880点以上
―

他の構成員 750点以上

総合点数（入札参加認
定時）【経営事項審査結
果通知書の総合評定値
＋主観点数】・建設業許
可（公告日の前日時点）

まで(火)令和8年9月15日から午前９時

以下のいずれかに該当する場合は参加できない。
・契約課発注の全ての工事（入札時の条件で手持工事の対象外としたものを除く）の手持工事の
総件数が４件以上
・契約課発注（令和７年４月１日以降に公告したものに限る）の総合評価方式による入札において、
低価格（調査基準価格未満）で契約した手持工事の総件数が１件以上

(金)

まで

持参で提出の場合

 本店所在地

　※低入札価格調査となった場合は、調査方法等について同時に連絡する。

午後３時 まで(月)

(水)

から

令和8年10月7日 (水) 午後５時 まで

まで(水)午後３時

　「工事費内訳書」・「配置予定現場代理人・技術者届」（設計書と同時にダウンロードした専用書式による） 入札時添付資料

 備考

・本案件は、公契約条例対象工事となります。
※本案件は公告３（１１）に規定する手持工事の取扱いについて、「継続事業」の取扱いとなりま
す。
・令和８年８月１７日公告より「入札参加申請書受付」の締切時刻が変更となっておりますのでご注
意ください。

 回答期限 令和8年9月30日

参
加
条
件

(水)

(月)

 質問期限

 確認通知書発行 令和8年9月16日

令和8年9月7日

令和8年9月28日 (月)

 技術資料提出期限

手
持
工
事

 制限内容

総合点数 建設業許可

相模原市　中央区　横山台２丁目ほか　地内

 工事概要

 入札案件概要書 公告日 公告別案件Ｎｏ 1/1

 入札番号

 工事名

　認定済
　営業種目・細目
　（公告日の前日時点）

公共下水道管きょ耐震化工事（Ｒ８－１工区）

182番

令和8年9月7日

 工事場所

土木一式

 低入札価格調査

 工期

 総合評価のタイプ 　特別簡易型

営業種目 細目

総合評価方式のため、低入札価格調査制度を採用する。
　　調査基準価格【注】
　　＝直接工事費×9.7/10+共通仮設費×9/10+現場管理費×9.5/10+一般管理費×6.8/10
　【注】予定価格の10分の7.5から10分の9.5の範囲内とし、「万円止め」とする。なお、スクラップ評
価額がある場合、上記算式により算出された額(端数処理しない額)からスクラップ評価額を控除し
た額を調査基準価格とする。
（令和４年４月１日付け「総合評価方式における低入札価格調査について」参照）

工事延長　150.7m
管きょ更生工　 150.5m

 落札候補者への連絡

午後３時(月) まで午前９時 から令和8年10月2日 令和8年10月5日(金) 入札書受付

 開札予定日時 令和8年10月6日 (火) 午前９時

契約締結の日から 令和10年2月7日 まで

管渠更生

午後３時

　電子入札システムで提出の場合

令和8年10月2日

令和8年10月5日

令和8年9月15日

必着。相模原市公告文10（1）イを要確認。郵送で提出の場合

(火) 午後３時

　公告日現在、本市内に本店を有していること。



 
総合評価に関する事項 

必要とする技術資料 

  
１ 表紙（技術資料の提出について） 
 
２ 企業の施工能力 
（１）企業の施工能力（１）           【様式－２ａ】 
（２）企業の施工能力（２）（工事成績の実績表）  【様式－２ｂ】 
（３）企業の施工能力（３）           【様式－２ｃ】 
（４）企業の施工能力（４）（配置予定技術者の能力）【様式－３ａ】 
（５）企業の施工能力（５）（配置予定技術者の能力）【様式－３ｂ】 
（６）企業の施工能力（６）           【様式－４】 
 
３ 企業の社会性・信頼性  
（１）企業の社会性・信頼性（１）         【様式－５】 
（２）企業の社会性・信頼性（２）        【様式－６】 
（３）企業の社会性・信頼性（３）        【様式－７】 
（４）企業の社会性・信頼性（４）        【様式－８】 
（５）企業の社会性・信頼性（５）        【様式－９】 
 
注１ 様式－２ａ、２ｃ、３ａ、３ｂ、５、６、７、８、９に係る添付書類については、すべ

て提出すること。なお、提出した書類の内容の変更はできない。 
注２ 様式－２ａ、２ｂ、２ｃ、３ａ、３ｂ、４、５、６、７、８、９については、記載すべき

該当事項がない場合であっても、その旨を記載し、必ず提出すること。 
注３ 様式－２ａ、２ｂ、３ａ、３ｂ、４に該当する対象工事については、元請負者として受

注した工事とする。 
注４ 技術資料の作成及び提出等に要する一切の費用は、入札参加希望者の負担とし、また、

提出された技術資料の返却はしない。 
注５ 提出された技術資料は、契約事務、技術審査、監督及び検査以外に、提出者に無断で使

用しない。 
注６ 本案件における同種工事は、下水道工事 とする。 
注７ 工事成績評価における同一種目工事は、 種目：土木一式 細目：全て 及び種目：舗

装 細目：全てとする。 
注８ 本案件における登録基幹技能者の種類は とする。 
 

 

技術資料への記載事項 

 
 

 

１ 企業の施工能力 

 
（１） 同種工事の施工実績【様式－２ａ】 

【 評価基準 】 
国又は地方公共団体の同種工事の施工実績を評価する。 
配点は「２～０点」とする。 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点
以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 
各構成員を単独で評価した場合の配点とは、評価できる同種工事の施工実績が２件以

上で２．０点、１件で１．０点、評価できる同種工事の施工実績がない場合で０．０点
とする。 

【 注意事項 】 
・ 同種工事の施工実績は、元請として、代表の構成員は契約金額１億５千万円以上の
同種の工事実績（公告日から過去１０年以内）、その他の構成員は契約金額３千万円以
上の同種の工事実績（公告日から過去１０年以内）とする。 

 記載する工事がＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、技術資料へ建設業許可番号と
ＣＯＲＩＮＳ登録番号を記入すること。また、同工事がＣＯＲＩＮＳに登録されてい
ない場合は、工事実績が確認できる書類（契約書の写し等）を提出すること。工事実
績が提出書類で確認できない場合は、加算は行わない。 

   ・ 施工場所は問わない。 
   ・ 共同企業体での発注の場合、契約金額に出資比率を乗じた金額を工事実績とする。 
 

 

 



 
  【 配 点 例 】 
     同種工事の施工実績は、全ての構成員から元請としての同種工事の施工実績を求め、

配点の考え方は、各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除
した値（小数点以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

 
配 点 例 

同種工事の施工実績の内容 
      代表の構成員     ２件の評価できる同種工事の実績 （２．０点） 
      その他の構成員    １件の評価できる同種工事の実績 （１．０点） 
       （２．０点＋１．０点＋１．０点）÷３者 ≒ １．３点を配点 
 
 
（２） 工事成績【様式－２ｂ】 

【 評価基準 】 
相模原市契約課発注の同一種目工事の工事成績評価点の平均点（小数点第３位を四捨

五入し、小数点第２位まで求める）を評価する。 
配点は「２～－１点」とする。 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点以
下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

各構成員を単独で評価した場合の配点とは、工事成績評価点の平均点が７６点以上で
２．０点、７６点未満７４点以上で１．５点、７４点未満７２点以上で１．０点、７２
点未満６５点以上（実績なし含む）で０．０点、６５点未満で－１．０点とする。 

 
【 注意事項 】 

・ 工事成績評価点とは、相模原市契約課発注の工事（単価契約及び工事担当課へ検査を
依頼している工事を除く）について、工事評価基準（平成１４年４月１日施行）の規定
により評価された評価点とする。 

・ 平均点算出の対象となる全ての工事（令和５年度～令和７年度に検査の完了した同一
種目工事）について、工事名等を様式－２ｂに記載すること。 

・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 
 
（３）優良工事表彰の受賞実績【様式－２ｃ】 
  【評価基準】 
    令和６年・令和７年度の相模原市優良工事表彰の受賞実績を評価する。 
    配点は「１～０点」とする。 

構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点以下
第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

   各構成員を単独で評価した場合の配点とは、令和６年・令和７年度の相模原市優良工事
表彰の受賞実績が２回以上で１．０点、１回で０．５点、受賞なしで０．０点とする。 

  【注意事項】 
   ・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 
 
（４） 品質マネジメントシステム（ISO9001）の認証取得の有無【様式－２ｃ】 

【 評価基準 】 
入札公告日時点における品質マネジメントシステム（ISO9001）の認証取得の有無を

評価する。 
代表者が取得している場合に評価し、配点は「１～０点」とする。 

【 注意事項 】 
 登録証の写しを提出すること。 

 
（５） 配置予定技術者の能力【様式－３ａ、３ｂ】 

配置予定技術者は、予定する主任（監理）技術者の氏名、資格名等を記載すること。 
また、技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、資格等の要件を満た

す複数の候補者を記入することができる。この場合、審査は、各候補者のうち、「評価項
目及び評価基準」に記載の評価基準において、評価が最も低い者で評価する。 

受注者は、技術資料に記述した配置予定技術者を主任技術者（監理技術者）として
配置しなければならない。 

ただし、止むを得ない事情（病気・怪我・退職・死亡等）がある場合は、その事情
を証明できる資料を発注者に提出し、主任技術者（監理技術者）の変更をすることが
できる。 

この場合、変更後の主任技術者（監理技術者）は、提出した技術資料のうち評価種
別「配置予定技術者の保有資格」において評価した加算点と同等以上の評価となる技



 
術者でなければならない。同等以上の評価となる技術者を配置できない場合は、工事
成績評価点から３点を減点する。 

なお、配置予定技術者の実際の配置を確認するため、様式Ｂ「履行確認チェックリ
ストに必要事項を記入し、工事完成時に工事完成届とあわせて提出しなければならな
い。 

 
① 同種工事の施工経験 
【 評価基準 】 

国又は地方公共団体の同種工事に配置予定技術者が従事した経験を評価する。なお、
施工経験は主任技術者、監理技術者として従事した経験とする。 

配点は「２～０点」とする。 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点

以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 
各構成員を単独で評価した場合の配点とは、評価できる同種工事の施工経験が２件以

上で２．０点、１件で１．０点、評価できる同種工事の施工経験がない場合で０．０点
とする。 

【 注意事項 】 
・ 同種工事の施工経験とは、元請として、代表の構成員は契約金額１億５千万円以上の
同種の工事実績（公告日から過去１０年以内）、その他の構成員は契約金額３千万円以
上の同種の工事実績（公告日から過去１０年以内）とする。 
 記載する工事がＣＯＲＩＮＳに登録されている場合は、技術資料へ建設業許可番号と
ＣＯＲＩＮＳ登録番号を記入すること。また、同工事がＣＯＲＩＮＳに登録されていな
い場合は、施工経験が確認できる資料を提出すること。工事の施工経験が提出書類で確
認できない場合は、評価しない。 
・ 施工場所は問わない。 
・ 共同企業体での発注の場合、契約金額に出資比率を乗じた金額を工事実績とする。 

 
② 配置予定技術者の工事成績 
【 評価基準 】 

相模原市契約課発注の同一種目工事の工事成績評価点の最高点を評価する。 
配点は「２～０点」とする。 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点
以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

各構成員を単独で評価した場合の配点とは、工事成績評価点の最高点が８０点以上で
２．０点、８０点未満７８点以上で１．５点、７８点未満７５点以上で１．０点、７５
点未満７３点以上で０．５点、７３点未満（実績なし含む）で０．０点とする。 

【 注意事項 】 
・ 工事成績評価点とは、相模原市契約課発注の工事（単価契約及び工事担当課へ検査を
依頼している工事を除く）について、工事評価基準（平成１４年４月１日施行）の規定
により評価された評価点とする。 

・ 対象となる最高点の工事（令和５年度～令和７年度に検査の完了した同一種目工事）
について、工事名等を様式３ｂに記載すること。 

・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 
 

③ 保有資格 
【 評価基準 】 

入札公告日時点における配置予定技術者の保有資格（当該工事に関連する資格に限
る。）について評価する。 

配点は「２～０点」とする。 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点

以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 
各構成員を単独で評価した場合の配点とは、１級又は監理技術者が２．０点、２級で

１．０点、評価できる資格がない場合で０．０点とする。 
【 注意事項 】 

・ 配置予定技術者が資格を保有している場合は、当該資格を有していることが確認で
きる合格証明書の写し等を提出すること。なお、提出する保有資格が、監理技術者の
場合は、監理技術者資格者証の写しを提出するとともに、監理技術者講習修了証も提
出すること。 

・ 公告日現在保有している資格を記載すること。 
    ・ １級とは、建設業法第１５条第２号イに該当する者をいい、２級とは、建設業法第

２７条第１項の規定による技術検定若しくはその他の法令に規定する試験で当該試験
に合格することによって直ちに同法第７条第２号ハに該当することとなるものに合格



 
した者又はその他の法令に規定する免許若しくは免状の交付(以下「免許等」という。)
で当該免許等を受けることによって直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた
者であって、１級以外の者をいう。 

 
 ④ 継続学習（ＣＰＤ）の取組状況 
  【 評価基準 】 
     証明日時点における１年間の配置予定技術者の継続学習（ＣＰＤ）の取組み状況につ

いて評価する。 
     配点は「０.５点～０点」とする。 

 各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数 
 点以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

     各構成員を単独で評価した場合の配点とは、指定する団体の１年間の取得単位が推 
     奨単位の半分の以上の取得の場合０．５点、指定する団体の１年間の取得単位が推 
     奨単位の半分未満又は実績なしの場合０．０点とする。 
  【 注意事項 】 
      ・ 証明日とは、１年間に取得した指定する団体が発行する証明書の証明期間（単位を取

得した期間）の末日をいう。 
   ・ 証明日は公告日から過去１年以内のものとする（１年以内とは、前年の公告日同日か 

ら、公告日前日までとする）。また、証明期間は１年以内のものとする。 
   ・ 指定する団体とは、建設系ＣＰＤ協議会又は建築ＣＰＤ運営会議に加盟する団体とす

る。ただし、発注工事（主な工種）に関連する証明団体に限る。 
 
（６）工事の履行遅滞【様式－４】 

【 評価基準 】 
過去１年間における相模原市契約課発注の全ての工事の履行遅滞の有無を評価する。 
構成員ごとに該当している場合にマイナス評価し、各構成員の合計を配点する。 
構成員ごとの配点は「０、－１点」とし、複数回の履行遅滞がある場合は、案件ごと

に－１点とする。 
【 注意事項 】 

・ 履行遅滞となった場合の起算日は、履行遅滞の工事が完成し、相模原市が違約金の
請求をした日（工事代金と相殺する場合は、相殺通知をした日）とする。 

・ 過去１年間とは、公告日前日より前年の公告日同日までとする。 
・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 

 
（７）手持ち工事量【様式－４】 

【 評価基準 】 
相模原市契約課発注の総合評価方式（低価格（調査基準価格未満））で落札決定を受

けた件数を評価する。 
構成員ごとに該当している場合にマイナス評価（－１点）し、各構成員の合計を配点

する。 
配点は「０～－１点」とする。ただし、複数回ある場合、１案件ごとに－１点とする。 

【 注意事項 】 
・ 手持ち工事量の対象は、落札決定を受けた相模原市契約課発注の総合評価方式（低価
格（調査基準価格未満））の件数とし、公告日前日までに完成した案件（完成日は、完
成検査の完了の日とする。）を除く。 

・ 過年度契約分については、継続事業（継続費、債務負担行為及び繰越明許費（繰越明
許費は公告又は指名の通知をしたときに繰越明許費としていた案件に限る））を対象と
する。 
・ 共同企業体での構成員として受注した総合評価方式（低価格（調査基準価格未満））
の相模原市契約課発注の工事を含む。 
・ 手持ち工事量については、技術資料提出時の対象案件を記入すること。なお、技術資
料提出後、開札日前日までに落札決定を受けた案件は手持ち工事量に含むものとする。 

・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 
 
２ 企業の社会性・信頼性 
 
（１）災害時協力協定等の締結の有無【様式－５】 

【 評価基準 】 
入札公告日時点における相模原市と災害に対する復旧などの協定の締結状況の有無

について評価する。（団体の場合、その構成員も評価する。） 
いずれかの構成員が締結している場合に評価し、配点は「１～０点」とする。 

【 注意事項 】 



 
・ 災害協定を締結している各団体の加入証明書（当該年度内に証明を受けたものとし、
コピー可）を提出すること。 
・ 旧城山町、旧津久井町、旧相模湖町、旧藤野町において締結した災害時協力協定等で
相模原市が引き継いでいる災害時協力協定等を含む。 
・ 災害時協力協定のほか「緊急補修工事等に関する覚書」および「凍雪害対策に係る協
定書」を対象とする。なお、複数協定を締結している場合も１件のみの評価とする。 

 
（２）建設機械の保有の有無【様式－５】 

【 評価基準 】 
入札公告日時点における災害時において使用される代表的な建設機械の保有の有無に

ついて評価する。 
いずれかの構成員が保有している場合に評価し、配点は「１～０点」とする。 

【 注意事項 】 
・ 建設機械とは、建設機械抵当法第２条に規定する「建設機械」のうち、ショベル系掘
削機、ブルドーザー、トラクターショベル、移動式クレーン、大型ダンプ車、モーター
グレーダーのいずれかをいう。 
・ 建設機械の保有を確認するため、売買契約書の写し等、特定自主検査記録表の写し、 該
当建設機械の写真を提出すること。 
・ 建設機械の保有は、３年以上の長期リースでの保有を含むものとする。 

 
（３）ボランティア活動の実績【様式－６】 
  【 評価基準 】 
     過去１年間の相模原市内におけるボランティア活動の実績の件数を評価する。 
    配点は「１～０点」 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点以
下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

    各構成員を単独で評価した場合の配点とは、２件以上で１．０点、１件で０．５点、実 
   績が無い場合で０．０点とする。 
  【 注意事項 】 

・ 過去１年間とは、前年の公告日同日から、公告日前日までとする。 
・ 企業として参加したことが確認できる資料２点（主催団体からの活動の実績を確認で
きる書類（活動証明書、感謝状等）及び状況写真）を提出すること。 

状況写真のみで活動内容が不明瞭なもの、ボランティア活動と認めがたいものについ
ては加点しない。 

    ・ ボランティア活動とは、相模原市内において企業として行った活動であり、会社の
後援、協賛、寄付行為、社員個人の活動及び自治会での自治会員としての活動は対象と
しない。 

    （参考例） 
     ・河川、道路及び公園等の清掃活動 
     ・自然環境保護活動等の参加 
     ・交通安全運動への協力 
     ・消防団協力事業所の認定 
 
（４）登録基幹技能者の配置の有無【様式－７】 
  【 評価基準 】 
     この工事への指定する登録基幹技能者（「必要とする技術資料」注８）の配置の有無

について評価する。 
     配点は「０.５点～０点」とする。 
  【 注意事項 】 
   ・ 登録基幹技能者講習修了証の写し及び雇用が確認できる書類（健康保険資格確認書等）

を提出すること。 
   ・ 下請業者が雇用する登録基幹技能者は評価の対象とする。 

・ 技術資料提出時予定していた登録基幹技能者が配置できなくなった場合、別の指定す
る登録基幹技能者の配置が確認できれば不履行としない。 
・ 受注者は、登録基幹技能者の配置を確認するため、様式Ｃ「履行確認チェックリスト」
に必要事項を記入し、工事完成時に工事完成届とあわせて提出しなければならない。あ
わせて、登録基幹技能者講習修了証の写し、雇用が確認できる書類（健康保険資格確認
書等）、監督員立会い写真及び配置確認写真等を提出すること。 
・ 技術評価において「登録基幹技能者の配置」で評価され、加点されたにもかかわらず、
配置が確認できなかった場合は、工事成績評定点から３点を減点する。 
 
 



 
（５）環境マネジメントシステム（ISO14001）またはエコアクション２１の認証取得の有無 

【様式－８】 
【 評価基準 】 

入札公告日時点における環境マネジメントシステム（ISO14001）またはエコアクショ
ン２１の認証取得の有無を評価する。 

代表者が取得している場合に評価し、配点は「１～０点」とする。 
【 注意事項 】 

 登録証の写しを提出すること。 
 
（６）建設業労働災害防止協会への加入状況【様式－８】 

【 評価基準 】 
入札公告日時点における建設業労働災害防止協会への加入の有無について評価する。 
全ての構成員が加入している場合に評価し、配点は「１～０点」とする。 

【 注意事項 】 
 加入証明書（当該年度内に証明を受けたものとし、コピー可）を提出すること。 

 
（７）若手技術者の雇用状況【様式－８】 
  【 評価基準 】 

入札公告日時点における満３５歳未満（公告日の翌々日以降に３５歳の誕生日を迎え
るもの）の技術者の雇用状況について評価する。 

     配点は「１～０点」とする。 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点 
以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

    各構成員を単独で評価した場合の配点とは、満３５歳未満の技術者を雇用している場 
    合で１点、雇用が無い場合０．０点する。 
  【 注意事項 】 
   ・ 技術者とは、当該工事に監理技術者又は主任技術者になり得る国家資格等（経歴は不

可）を持つ者をいう。 
     なお、当該工事の実際の配置は不要とする。 
   ・ 資格者書等の写し及び雇用が確認できる書類（健康保険資格確認書等）を提出するこ
と。 
 
（８）障害者の雇用状況【様式－８】 
  【 評価基準 】 
     入札公告日時点における障害者の雇用状況について評価する。 
     配点は「０.５～０点」とする。 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点 
以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

      各構成員を単独で評価した場合の配点とは、「障害者の雇用の促進等に関する法律」 
    に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者で法定雇用率以上となる場合

又は義務付けられている事業者以外で障害者を１人以上常用雇用している場合０．５
点、雇用が無い場合０．０点とする。 

  【 注意事項 】 
・ 「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき雇用状況の報告を義務付けられてい
る事業者は障害者雇用状況報告書（控）の写し（入札公告日以前の直近の６月１日時点
のもの。ただし、公告日が６月１日から７月１５日までの間であり、かつ、公告日が属
する年の６月１日時点における報告を行っていない場合は、公告日が属する年の前年
の６月１日時点の報告書を評価対象とする。）を提出すること。なお、法定雇用率は入
札公告日以前の直近の６月１日時点とする。 
・義務付けられている事業者以外で障害者を１人以上雇用している場合は、障害者の雇
用が確認できる書類（障害者手帳及び健康保険資格確認書等）を提出すること。 

 
（９）男女共同参画への取組の実績【様式－９】 
  【 評価基準 】 
     「次世代育成支援対策推進法」又は「女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律」に基づく一般事業主の行動計画の策定について評価する。 
     配点は「０.５点～０点」とする。 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を構成員数（３者）で除した値（小数点
以下第２位を四捨五入し小数点第１位まで求める。）を配点する。 

   各構成員を単独で評価した場合の配点とは、「次世代育成支援対策推進法」又は「女性の
職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく一般事業主の行動計画の策定し
ている場合０．５点、無い場合０．０点とする 



 
  【 注意事項 】 

 ・ 一般事業主の行動計画策定届又は変更届の写し（受付印のあるもの）を提出すること。 
  

（10）指名停止【様式－９】 
【 評価基準 】 

相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱に基づく指名停止（指名停止期間）
を過去１年間の間に受けていた場合について評価する。 

構成員ごとに該当している場合にマイナス評価し、各構成員の合計を配点する。 
構成員ごとの配点は「０～－１点」とし、複数回ある場合、１案件ごとに－１点とす

る。 
【 注意事項 】 

・ 過去１年間とは、前年の公告日同日から、公告日前日までとする。 
・ 本市資料により評価するので、添付書類は不要とする。 

 
（11）地元下請率【様式－９】 

【 評価基準 】 
この工事の自社施工及び市内企業（相模原市内に本店を有する企業）への下請金額が

占める割合が５０％以上の場合（請負金額から市外企業（相模原市内に本店を有しない
企業）への下請金額の総額を除いた額が請負金額の５０％以上の場合）について評価す
る。 

配点は「１～０点」とする。 
【 注意事項 】 

・ 市内企業への下請の対象は、一次下請及び警備業等（元請と直接契約を締結するもの
に限る。）とする。（警備業等とは、警備業のほか、測量業及び運送業をいう。） 

   ・ 受注者は、地元下請率の履行を確認するため、様式Ｂ「履行確認チェックリスト」に 
必要事項を記入し、工事完成時に工事完成届とあわせて提出しなければならない。あわ
せて、施工体制台帳や契約書の写し等の契約金額確認できる書類等を提出すること。 

      ・ 技術評価において「自社施工及び市内企業（相模原市内に本店を有する企業）への下
請金額が５０％以上」とされ、加点されたにもかかわらず、確認において５０％未満だ
った場合は、工事成績評定点から３点を減点する。 

 
３ その他 

総合評価方式に関し提出した技術資料等に虚偽の記載等明らかに悪質な行為があったと認

められる場合には、相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱（平成８年４月１日施

行）に基づく指名停止等の措置及び工事成績評価点を減ずる措置を行う。 
 

 
 



 
評価項目及び評価基準 

提出された技術資料について、次の評価項目及び評価基準に基づき加算点を算出する。な

お、加算点の最高点は２０.５点とする。 

 
評価 
分類 評価種別 評価項目 評価基準 配点 

企
業
の
施
工
能
力 

同種工事の施

工実績 

過去１０年間における

国又は地方公共団体の

同種工事の施工実績（※

注１） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

2.0 

～ 

0.0 

工事成績 

過去３ヵ年度に検査の

完了した同一種目工事

（単価契約は除く）の

工事成績評価点の平均

点（※注２） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

2.0 

～ 

－1.0 

優良工事表彰
の受賞実績 

過去２ヶ年度の相模原

市優良工事表彰の受賞

実績 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

1.0 

～ 

0.0 

品質マネジメントシステム（ISO9001） 
の認証取得の有無 

代表者が取得有 1.0 

代表者が取得無 0.0 

配置予定技術
者の施工経験 

過去１０年間に国又は

地方公共団体の同種工

事に従事した施工経験

の有無（※注１） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

2.0 

～ 

0.0 

配置予定技術
者の工事成績 

過去３ヵ年度に検査の

完了した同一種目工事

（単価契約は除く）の

工事成績評価点の最高

点（※注２） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

2.0 

～ 

0.0 

配置予定技術者の保有資格 
（※注３） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

2.0 

～ 

0.0 

配置予定技術

者の継続学習

（ＣＰＤ）の

取組み状況 

証明日時点における
１年間の取得単位の
状況（※注４） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨五

入し小数点第１位まで求める。） 

0.5 

～ 

0.0 

工事の履行遅

滞 

過去１年間における 
相模原市発注工事の
履行遅滞の有無（※
注５） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計の

値 

-1.0 

× 

件数 

手持ち工事量 

相模原市発注の総合
評価方式（低価格（調
査基準価格未満））で
契約した件数（※注
６） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計の

値 

-1.0 

× 

件数 

  



 
評価 
分類 評価種別 評価項目 評価基準 配点 

企
業
の
社
会
性
・
信
頼
性 

地域貢献 

相模原市との災害
時協力協定等の締
結（※注７） 

いずれかの構成員が協定等の締結有 1.0 

全ての構成員が協定等の締結無 0.0 

建設機械の保有の
有無（※注８） 

いずれかの構成員が建設機械を自社で保有（長

期リース（３年以上）を含む。）している。 
1.0 

全ての構成員が建設機械を自社で保有（長期リ

ース（３年以上）を含む。）していない。 0.0 

ボランティア活動
の実績（※注９） 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨

五入し小数点第１位まで求める。） 

1.0 

～ 

0.0 

登録基幹技能者の配置の有無（※注１０） 
有 0.5 

無 0.0 

環境マネジメントシステム（ISO14001） 

またはエコアクション２１ 

の認証取得の有無 

代表者が取得有 1.0 

代表者が取得無 0.0 

建設業労働災害防止協会への加入 
の有無 

全ての構成員が加入有 1.0 

全て又はいずれかの構成員が加入無 0.0 

若手技術者の雇用状況（※注１１） 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨

五入し小数点第１位まで求める。） 

1.0 

～ 

0.0 

障害者の雇用状況（※注１２） 
各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨

五入し小数点第１位まで求める。） 

0.5 

～ 

0.0 

男女共同参画への取組の実績 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計を

構成員数で除した値（小数点以下第２位を四捨

五入し小数点第１位まで求める。） 

0.5 

～ 

0.0 

指名停止 
過去１年間における相

模原市での指名停止の

有無 

各構成員を単独で評価した場合の配点の合計の

値 

-1.0 

× 

件数 

地元下請率 

自社施工（市内企業に限

る。）及び市内企業（市内に

本店を有する企業）への下

請金額が占める割合 

（※注１３） 

割合が５０％以上である 1.0 

割合が５０％未満である 0.0 

 

 

※注１ 単価契約は施工実績の対象から除きます。 

    施工場所は問いません。 

※注２ 工事成績評価点とは、相模原市契約課発注の工事（工事担当課へ検査を依頼している工事を除く。）について、工事評

価基準（平成１４年４月１日施行）の規定により評価された評価点をいいます。 

平均点の計算結果は小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで求めます。 

※注３ １級とは、建設業法第１５条第２号イに該当する者をいい、２級とは、建設業法第２７条第１項の規定による技術検定

若しくはその他の法令に規定する試験で当該試験に合格することによって直ちに同法第７条第２号ハに該当することと

なるものに合格した者又はその他の法令に規定する免許若しくは免状の交付(以下「免許等」という。)で当該免許等を受



 
けることによって直ちに同号ハに該当することとなるものを受けた者であって、１級以外の者をいいます。 

※注４ 証明日とは、１年間に取得した指定する団体が発行する証明書の証明期間（単位を取得した期間）の末日をいいます。

ただし、証明日が前年の公告日同日から、公告日前日までのものとします。 

    指定する団体とは、建設系ＣＰＤ協議会又は建築ＣＰＤ運営会議に加盟する団体とします。ただし、発注工事（主な工

種）に関連する証明団体に限ります。 

※注５ 履行遅滞の対象となる工事は、相模原市契約課発注の全ての工事とします。 

    なお、履行遅滞となった場合の起算日は、履行遅滞の工事が完成し、相模原市が違約金の請求をした日（工事代金と相

殺する場合は、相殺通知をした日）とします。 

※注６ 手持ち工事量の対象は、落札決定した総合評価方式（低価格（調査基準価格未満））の相模原市契約課発注の工事とし

ます。 

・公告日前日までに完成した工事（完成日は、完成検査の完了の日とします。）は、除きます。 

・技術資料提出後に落札決定した他の総合評価方式（低価格（調査基準価格未満））の工事は手持ち工事量に含みます。 

※注７ 旧城山町、旧津久井町、旧相模湖町、旧藤野町において締結した災害時協力協定等で、相模原市が引き継いでいる災害

時協力協定等を含みます。 

災害時協力協定のほか「緊急補修工事等に関する覚書」および「凍雪害対策に係る協定書」を対象とします。なお、複

数協定を締結している場合も１件のみの評価とします。 

※注８ 建設機械とは、建設機械抵当法第２条に規定する「建設機械」のうち、ショベル系掘削機、ブルドーザー、トラクター

ショベル、移動式クレーン（つり上げ荷重３ｔ以上）、大型ダンプ（車両総重量８ｔ以上または最大積載量５ｔ以上で事

業の種類として建設業を届け出、表示番号の指定を受けているもの）、モーターグレーダー（自重が５ｔ以上）のいずれ

かをいいます。 

確認方法は、入札公告日時点においての保有等を次の３点の書類から確認します。 

   ・売買契約書の写し等 

   ・特定自主検査記録表の写し等 

    ・該当建設機械の写真 

※注９ ボランティア活動とは、相模原市内において、企業として行った活動であり、企業の後援、協賛、寄付行為、社員個人

の活動及び自治会での自治会員としての活動は対象としません。 

    （活動例） 

     ・河川、道路及び公園等の清掃活動 

     ・自然環境保護活動等の参加 

     ・交通安全運動への協力 

     ・消防団協力事業所の認定 

※注１０ 公告で指定した登録基幹技能者の種類を評価の対象とします。 

配置予定の登録基幹技能者が下請業者で雇用されている場合も、評価の対象とします。 

    （確認方法） 

     ①従事期間中に監督員が現場にて、技能者の配置及び登録基幹技能者講習修了証の確認を行います。現場確認の際に

は、監督員立会い写真及び技能者の配置が確認できる写真の撮影をしてください。 

     ②工事完成時に工事完成届とあわせて、様式Ｃ「履行確認チェックシート」や現場写真等を提出し、確認します。 

なお、技術評価において「登録基幹技能者の配置」で評価され、加点されたにもかかわらず、配置が確認できなか

った場合は、工事成績評定点から３点を減点します。 

※注１１ ３５歳未満の技術者とは、公告日の時点で満３５歳未満（公告日の翌々日以降に３５歳の誕生日を迎えるもの）で、

発注工事に監理技術者又は主任技術者になり得る国家資格等を取得している者（経歴は不可）をいいます。 

     なお、発注工事の実際の配置は不要です。 

※注１２ 障害者とは、法定雇用率の算定対象と同様の取扱いとします。 

※注１３ 本店所在地が市外若しくは条件なしとした場合、工事が特殊な場合などは、下請率５０％を変更等することがありま

す。 

     確認方法は、様式Ｂ「履行確認チェックシート」及び施工体制台帳等や契約書の写し等で下請業者等との契約金額が

確認できる書類等により、工事完成時に工事完成届とあわせて提出し、確認します。 

また、市内企業への下請の対象は、一次下請及び警備業等（元請と直接契約を締結するものに限ります。）とします。

（警備業等とは、警備業のほか、測量業及び運送業をいいます。） 

なお、技術評価において「自社施工及び市内企業（相模原市内に本店を有する企業）への下請金額が５０％以上」と

され、加点されたにもかかわらず、確認において５０％未満だった場合は、工事成績評定点から３点を減点します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


